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○議員紹介【改選後 : 令和元年12月1日～】

（後列）戸田見良議員、長津智之議員、村田春樹議員、植木弘子議員、木村喜一議員、島田清一郎議員、香取憲一議員
（中列）幡谷好文議員、長島幸男議員、福島ヤヨヒ議員、大槻良明議員、小川賢治議員、岩本好夫議員、谷仲和雄議員
（前列）市村文男議員、野村武勝議員、笹目雄一議長、石井 旭副議長、荒川一秀議員、田村昌男議員



○議会の流れ
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○議会構成 （～Ｒ元.11.30）
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○議会構成 （Ｒ元.12.2～）
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一般会計は、244億9,600万円で、

前年度比5.7%の増となっています。

また、国民健康保険特別会計、介護

保険特別会計、下水道事業特別会計な

ど７つの特別会計と、水道事業会計を

合計した予算総額は387億1,573万

円で、対前年比4.9％の増となりまし

た。

○令和２年度予算(全９会計)
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○令和2年度予算(一般会計)
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○一般会計の内訳（割合）
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○平成30年度決算
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○おみたま家の家計簿
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○総務常任委員会
１．委員構成

【～令和元年11月30日】（5名）
委員長 長島幸男 副委員長 村田春樹
委 員 小川賢治、岩本好夫、植木弘子

【令和元年12月2日～】 （6名）
委員長 村田春樹 副委員長 戸田見良
委 員 市村文男、大槻良明、岩本好夫、谷仲和雄

２．所 管 市長公室、企画財政部、総務部、市民生活部、防災管理課、
議会事務局、消防本部、会計課、監査委員会事務局

３．審議内容 （２８件）
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付託案件 件数 審議結果

条 例 案 １７件 可決すべきもの １７件 否決すべきもの ０件

補正予算案 ６件 可決すべきもの ６件 否決すべきもの ０件

その他議案 ４件 可決すべきもの ４件 否決すべきもの ０件

請願・陳情 １件 採択すべきもの ０件 不採択すべきもの １件



４．所管部署の主な実施事業 （※議決した案件の一部を記載しています。）

（１）先進技術導入事業（新規） （R2.3.19議決、R2.4.1執行）

音声デジタルレコーダーで録音した音声ファイルをインターネット経由で音声認識データに変換、編集
することにより会議録を作成する会議録作成支援システムの導入、ソフトウェアの活用により定型業を
自動化するRPAの導入、紙文書をスキャナーで読み込み、書かれている文字を認識してデジタル化する
AI-OCRの導入など、先進技術を積極的に導入することにより、業務時間の削減による人件費コストの削
減や、働き方改革・行財政改革を進める。

（２）ふるさと寄附金事業（継続） （R2.3.19議決、R2.4.1執行）
ふるさと寄附金（納税）事業とは、自分自身にゆかりのある、又は関心のある自治体を応援・貢献した
いと思う方々が、善意の気持ちを寄附金という形にするもの。自治体に寄附をした場合、その2千円を
超える部分について、市民税等から控除される。また、寄附者が寄附の使途を指定することで、今まで
不可能であった税金の使い道を選択できるようになるしくみです。今後は地方創生の一環として魅力あ
る地元の名産品などをお礼品に追加し、更なる寄附を募っていくことで、地元企業の活性化や関係人口
の増加が図られる。

■寄付件数と寄付金額
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（３）おくやみデスク（新規） （R2.4.1執行）
遺族の行政手続きの負担を減らす「おくやみデスク」を３庁舎に新設した。故人によって手続きが
異なるため、 「おくやみデスク」が事前に関係各課と調整
を図り、手続きする書類を揃え、遺族が１か所で手続きを
済ませることができるサービス。
●「おくやみデスク」の流れ
①死亡届を市が受理
②市が必要な手続きを調べる
③約1週間後に、遺族に通知を発送
④遺族は都合の良い日時に予約を取る
⑤遺族がおくやみデスクを訪れ、手続きをする

【写真】 おくやみデスク（本庁市民課）

（４）新型コロナウイルス感染症対策 （R2.6.10議決）

○感染症予防対策（次亜塩素酸水配布、マスク配布、赤外線体温計、防護服、噴霧器、その
他拡散防止の消耗品等購入）

○感染症経済対策（国民一人当たり10万円が給付された特別定額給付金、休業要請協力
金など）

○感染症対策（緊急雇用対策として募集した会計年度任用職員の経費など） → 新型コロナウイ
ルス感染症対策関連事業に早急に対応するため、財政調整基金繰入金を活用。



○文教福祉常任委員会
１．委員構成 （７名）

【～令和元年11月30日】
委員長 関口輝門 副委員長 鈴木俊一
委 員 荒川一秀、戸田見成、藤井敏生、谷仲和雄、石井旭

【令和元年12月2日～】
委員長 木村喜一 副委員長 長津智之
委 員 小川賢治、長島幸男、幡谷好文、植木弘子、香取憲一

２．所 管 保健衛生部、福祉部、文化スポーツ振興部（令和２年４月～）、
教育委員会

３．審議内容 （２３件）
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付託案件 件数 審議結果

条 例 案 ８件 可決すべきもの ８件 否決すべきもの ０件

補正予算案 １３件 可決すべきもの １３件 否決すべきもの ０件

その他議案 １件 可決すべきもの １件 否決すべきもの ０件

請願・陳情 １件 採択すべきもの １件 不採択すべきもの ０件



４．所管部署の主な実施事業

（1）小川文化センター大規模改修事業 （H31.3.22予算議決 R1.9.20契約議決）
小川文化センターは、市民が主体的に文化活動に参加できる活動の場であり、また、市の指定
避難所として位置づけられていることから、災害の危険性がある際には、住民等を災害の危険性
がなくなるまで必要な期間滞在させる場であるという重要な役割があることから、より安全で快適
な施設環境の充実を図るため、耐震・大規模改修工事（総額５億1,632万8,000円）を令和元年度
（1億5,420万円）、令和２年度（3億6,212万8,000円）の２カ年の継続費により行います。

（2）小学校建設事業（学校規模配置適正化事業含む）（経過と事業計画）
全国的な少子化の傾向と同様に、本市においても児童生徒数の減少は避けられず、ますます

学校の小規模化が進むことが予想されることから、これからの学校の適正規模を考えて教育環境
を整備していくことが重要な課題となっています。
市教育委員会では、「地域的な特性への配慮」と「子どもたちにとって望ましい教育環境」という

観点から「小美玉市立小中学校規模配置適正化実施計画」を策定し、この実施計画に基づき小中
学校の規模・配置の適正化への取り組みを進めています。
なお、令和２年度は、玉里学園義務教育学校校舎建築工事のほか、美野里地区幼稚園の統合

と更なる幼小連携を進めるため、竹原小学校幼小連携整備工事を行い、令和３年度の開校・開園
に向けた環境づくりを進めています。

開校年月 新学校名（対象校） 議決日
進捗率
（8月末）

平成31年4月
小美玉市立小川南小学校

（小川小・橘小）
完成

令和3年4月
(予定)

小美玉市立玉里学園義務教育学校

（玉里小・玉里北小・玉里東小・玉里中）

H31.3.22予算
R1.8.28契約

51.2％

令和４年4月
(予定）

小美玉市立小川北義務教育学校

（野田小・上吉影小・下吉影小・小川北中）
R2.9.3予算 ＿
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（3）医療福祉扶助事業 （R2.3.19議決、R2.4.1施行)
小児･妊産婦･ひとり親家庭の母子及び父子･重度心身障害者等が必要とする医療を容易に受けられ
るよう､健康保険で病院などにかかった場合の自己負担分の費用を公費で助成する制度。必要とする
医療を安心して受けられるよう、医療費の負担を軽減し生活の安定と福祉の向上を図る。
また、市単独事業により、小児の所得制限額撤廃や中学生・高校生の外来診療も対象とする拡充を
図る。

（4）新型コロナウイルス感染症対策
小美玉市では新型コロナウイルス感染症予防事業としてマスクや除菌水配布事業をはじめ、小美玉
市共同調理場運営経費で、納入業者に対し学校臨時休業対策補助金の支給、ひとり親世帯応援給付
事業、子育て世帯応援事業・臨時子育て給付金など諸手当の上乗せ給付をするなど、安全安心な市民
生活のための対策を講じた。

（令和３年４月開校予定の小美玉市立玉里学園義務教育学校）



○産業建設常任委員会

１．委員構成（６名）
【～令和元年11月30日】
委員長 幡谷好文 副委員長 木村喜一
委 員 野村武勝、笹目雄一、大槻良明、福島ヤヨヒ

【令和元年12月2日～】
委員長 荒川一秀 副委員長 島田清一郎
委 員 野村武勝、田村昌男、福島ヤヨヒ、石井 旭

２．所 管 都市建設部、産業経済部、水道局、農業委員会事務局

３．審議内容（３２件）
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付託案件 件数 審議結果

条 例 案 ６件 可決すべきもの ６件 否決すべきもの ０件

補正予算案 １６件 可決すべきもの １６件 否決すべきもの ０件

その他議案 １０件 可決すべきもの １０件 否決すべきもの ０件

請願・陳情 ０件 採択すべきもの ０件 不採択すべきもの０件



４．所管部署の主な実施事業

（１）広域幹線道路整備事業 （R2.3.19令和2年度予算議決）

（２）羽鳥駅周辺整備事業（経過と事業計画） （R2.3.19令和2年度予算議決)
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路線名 事業期間
用地取得率
（R2.5末現在）

事業進捗率
（R2.5末現在）

R2年度当初事業費
（千円）

羽鳥宿張星線（西）
(鹿島神社～355バイパス)

～R1年度 100% 100% 0

栗又四ケ線
(上馬場～栗又四ケ)

～R5年度 80% 57% 216,000

市道美1627号線
(岩間IC ｱｸｾｽ)

～R2年度 100% 86% 153,000

市道小10916号線
(空港ｱｸｾｽ竹原～野田)

～R2年度 100% 94% 50,500

年月 経過

平成29年4月 羽鳥駅橋上駅舎及び東西自由通路新設工事契約を議決

平成29年4月 議会の議決によりＪＲと施行協定書を締結

平成29年5月 羽鳥学区区長会への説明、広報紙等で事業概要の周知

令和元年6月 羽鳥駅橋上駅舎及び東西自由通路 一部供用開始

令和元年6月～
既存駅舎・人道橋、ホーム内跨線橋解体工事

西口階段等工事

令和2年2月16日 羽鳥駅橋上駅舎及び東西自由通路全面供用開始

令和2年度中 羽鳥駅東西広場完成予定



（３）玉里地区地籍調査事業 （R2.3.19令和2年度予算議決）

地籍調査（再調査）事業の調査計画面積は、総面積で１０．８９㎢、年間の調査面積は、０．２９㎢～２．９６
㎢です。事業期間は、認証の終了まで１０ヶ年の計画で、概算事業費は、約５億７，６５４万２千円を見込んだ
事業計画となっている。

本事業は今年で５年目となり、現在は川中子地区の登記が完了し、公図（地図）の修正作業が行われてい
る。今年度は、事業費８，３５２万８千円で、下玉里Ⅰ地区（大井戸平山区）の登記事務、下玉里Ⅱ地区（岡
区）の閲覧から認証請求、高崎Ⅰ地区（主に下高崎区）の一筆地調査から一筆地測量、高崎Ⅱ地区（上高崎
区）の地元説明会を実施する。

また、今年度、農政課内の地籍調査室から地籍調査課となり、現行体制で事業を実施するため、事業計画
の調査期間及び区域の見直しを予定している。

玉里地区の地籍調査については、昭和４１年頃からの早い時期に実施したため、プラスチック杭等の永久
標識を設置する義務も無く、平板測量という方法で行われた。そのため、現在では建物の建築確認申請、土
地の売買、道路の拡幅等の土地活用の際に、現地に境界標識がほとんど無く、非常に不便をきたしている。

この事業については、合併前からの懸案事項であり、議会でもたびたび議論され要望をしてきた経緯があ
る。今回の事業の成果により、境界確認のための負担が大幅に軽減されるとともに、市役所が保管・管理し
ている測量データを活用することにより、境界標識の復元が出来るようになる。
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○百里基地・茨城空港対策特別委員会
１．委員構成（１０名）

【～令和元年11月30日】
委員長 荒川一秀 副委員長 植木弘子
委 員 笹目雄一、関口輝門、大槻良明、藤井敏生

長島幸男、石井 旭、鈴木俊一、村田春樹
２．設置の目的
小美玉市に百里基地が存在することにより、

（１）周辺住民の生活や事業活動にさまざまな不利益や障害等を受けている
（２）不測の事態も想定され、対応策の掲示及び具体化を図らなければならない
（３）昨今の景気の低迷等の影響により､基地周辺住民への安定的な諸施策の
継続の困難が予測される

（４）基地に併設された茨城空港の利用促進を図ることが市の大きな発展に繋がる
これらについての施策や措置等については、未だ十分といえる状況ではなく､
関係機関への要請、折衝などを行い、防衛省に係る補助事業及び交付金等
の有効活用を図り、今後の安全、安心なまちづくりのため少しでも有利な情報
の収集や要望活動に努めることは必須であり、市ともども議会としても積極的
にこれらの諸活動を展開するために当委員会を設置している。
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３．委員会の活動内容

○令和元年７月８日
百里基地への申し入れを実施。

○令和元年７月１７日～１８日 視察研修
「航空自衛隊三沢基地」の飛行運用に関する事及び地域住民との関わり方や独自の取り組み
について、 「三沢市」の基地対策（住民対策）の取り組みや基地対策関係補助事業などの研修を
行った。

○令和元年７月３０日
防衛省北関東防衛局へ陳情活動を実施。

〇令和元年９月５日（令和元年第３回定例会）
委員会を開催し、基地対策に係る要望活動及び防衛省北関東防衛局陳情の回答、航空自衛隊
百里基地に関する令和２年度概算要求の主要事業、百里基地の部隊の移動に関する内容、茨城
空港の利用状況等や視察研修報告の内容の確認協議を行った。

22



23

申し入れ事項 百里基地の回答

１

基地周辺の騒音の実態を真摯に受け止め，改善

に向けて尽力すること

申し入れ内容を真摯に受け止め，努力していく。夜間のエンジンテストにつ

いて、急を要する場合を除き、深夜早朝の実施を控えるよう努めている。ま

た、模擬空対地射爆撃訓練については、１回の訓練時間を可能な限り短縮

する等、騒音軽減に努めている。

２

昼12時から13時の時間帯での飛行自粛が一過

性のものではなく，さらなる改善に向けた検討を継

続すること

８月の１ヶ月間において昼12時から13時の時間帯での離陸制限等を実施し

ていく。

３

度々発生している戦闘機訓練中の部品落下事案

については、安全飛行の確保、点検整備の強化

等をすること。

入念かつ確実な点検等を継続するとともに、安全飛行には万全を期するよ

う努めていく。

４
航空祭に向けた飛行訓練について、飛行ルートや

訓練時間に十分配慮すること。

航空祭に向けた飛行訓練については、これまでどおり速やかな情報提供に

努めるとともに、飛行ルートや訓練時間の配慮に努めていく。

５

航空祭開催に向け、昨年はパークアンドバスライ

ドを実施し交通渋滞が緩和されたが、引き続き地

域住民の理解を得ながら、更なる万全の対策を講

じること。

昨年度の反省を踏まえた改善を検討するとともに、今年度も引き続きパー

クアンドバスライドを計画し、基地周辺の渋滞緩和に努めていく。

【令和元年度】百里基地への申し入れ。

４．陳情・申し入れの回答



陳情事項 防衛省の回答

１
百里飛行場の民間共用化に伴う

地域振興策等について

具体的な要望を伺いながら制度と照らし合わせ対応可能なことについて追求していく。また、不

測の事態などにおいて、西側区域に影響がでた場合は騒音状況を把握していく。

２
基地周辺障害防止対策につい

て

テレビ受信料の廃止は制度見直しに伴い、引き続き地域住民の方へは丁寧な説明をしていく。

また、電話受信料に関する措置については、難しい旨のご理解を頂きたい。

３
防音事業関連維持事業につい

て 【追加】

本省に伝えていく。

４

住宅防音工事の助成について 住宅防音工事の工事期間については期間短縮、早期に対応していく。工事内容の改善につい

ては、技術的検討をおこなう。空調機器、防音建具の機能復旧工事は早期に努めてまいりたい。

太陽光発電システムについては、制度上難しい旨ご理解いただきたい。騒音測定機の増設につ

いては、百里基地の配備機種の変更により影響がでれば対応していく。防音工事対象区域の拡

大については、今後の課題として検討していく。

５ 移転の補償等について 実態を勘案していくが、難しい旨ご理解いただきたい。

６
障害防止対策事業及び民生安

定施設整備事業について

概算要求として本省に要望し、予算確保に努めていく。

７
特定防衛施設周辺整備調整交

付金について

交付額の算定に時間がかかっている旨をご理解いただき、引き続き努力していく。

８ 農耕阻害損失補償について 本省と調整を図りながら努力していく。

９
再編関連訓練移転等交付金に

ついて

予算確保の努力と交付金内示においても、早期に示せるよう努力していく。

１０

関連機関への申し入れについて 基地運用等に対して、速やかな情報提供や対応、航空際の交通渋滞緩和に向け万全を期し、

基地に申し伝える。防衛省管理地の除草作業は定期的管理に努めていく。基地要望に関しては

幕僚幹部に伝え、要望に沿えるよう適切に努めていく。

１１
訓練移転に係る安全対策等につ

いて

日米共同訓練実施の際は現地対策本部を設置し、地域住民の安心、安全を確保する。また、訓

練移転等の情報開示は速やかに実施し、オスプレイの訓練参加は計画承知していない。

【令和元年度】防衛省北関東防衛局へ１１項目の陳情活動を実施。
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○百里基地対策特別委員会
１．委員構成（１０名）

【令和元年１２月２日～】
委員長 石井 旭 副委員長 幡谷好文
委 員 市村文男、田村昌夫、小川賢治、岩本好夫

長島幸男、植木弘子、香取憲一、戸田見良

２．設置の目的
小美玉市に百里基地が存在することにより、

(1） 周辺住民の生活や事業活動にさまざまな不利益や障害等を受けている
（2） 不測の事態も想定され、対応策の掲示及び具体化を図らなければならない
（3） 昨今の景気の低迷等の影響により、基地周辺住民への安定的な諸施策の継続
の困難が予測される

これらについての施策や措置等については、未だ十分といえる状況ではなく、関係機関
への要請、折衝などを行い、防衛省に係る補助事業及び交付金等の有効活用を図り、今
後の安全、安心なまちづくりのため少しでも有利な情報の収集や要望活動に努めることは
必須であり、市ともども議会としても積極的にこれらの諸活動を展開するために当委員会
を設置している。
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26

令和２年３月５日 （令和２年第１回定例会）
委員会を開催し、令和元年百里基地航空祭実施状況、下吉影宿舎整備進捗状況及び
百里基地における部隊の動きについて協議を行った。

３．委員会の活動内容

４．陳情・申し入れ

※令和２年度は感染拡大防止の観点から執行部の所管部課長が持参。
【令和２年度】百里基地への申し入れを実施。（令和２年７月９日）

申し入れ事項 百里基地の回答

１

20時以降のエンジン調整や定期的に実施される

模擬空対地射爆訓練について、騒音軽減に向け

た改善策を講ずること。

20時以降の飛行訓練は控えるよう努めていくと共に、模擬空対地射爆訓練

は飛行時間の短縮に努めていく。

２

昼12時から13時の時間帯での飛行自粛について、

限定的な期間にとどまらず、緊急事態を除く年間

を通じた昼時間帯の飛行自粛を実施すること。

昼の時間帯の飛行自粛は、8月は離陸制限を引き続き実施し、緊急事態を

除く年間を通じた昼時間帯の飛行自粛は検討する。

３

度々発生している戦闘機訓練中の部品落下事案

について、点検整備の強化、安全飛行の確保等

の実施並びに、軽微な機体の不具合等が生じた

事案も速やかに本市へ連絡し、原因の究明及び

調査結果等を適時報告すること。

安全飛行の確保等に万全を期し、機体の不具合等が生じた場合は速やか

に市へ連絡する。

４

航空祭開催時に交通渋滞が発生しないよう万全

の対策を講じること。なお、救急車等緊急車両の

通行の妨げや、路上駐車等地域住民に支障をき

たさないよう更なる万全の体制をとること。

航空祭における交通渋滞の緩和が引き続き図れるよう、関連部署と情報共

有を図る。

５

航空観閲式に向けた飛行訓練については、飛行

ルートや訓練時間に十分配慮すること。

今年の航空観閲式は現時点で開催は未定だが、日程等決まり次第速やか

にお知らせする。また，実施する場合は訓練の飛行ルート、訓練時間につ

いて時間の短縮等改善に向けて努力する。



【令和２年度】防衛省北関東防衛局へ陳情活動を実施。（令和２年７月２７日）
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陳情事項 防衛省の回答

１
百里飛行場の民間共用化に伴う

地域振興策等について

環境整備法に基づき、具体的な要望を伺いながら対応していく。

不測の事態など西側区域に影響がでた場合は、騒音状況を確認しながら対応していく。

２
基地周辺障害防止対策につい

て

テレビ受信料の廃止は制度見直しに伴い、引き続き地域住民の方へは丁寧な説明をしていく。

電話受信料に関する措置については、難しい旨のご理解を頂きたい。

３
防音事業関連維持事業につい

て

引き続き予算確保に努めていく。

４

住宅防音工事の助成について 住宅防音工事の工事期間については、早期に工事ができるよう対応していく。

空調機器、防音建具の機能復旧工事は予算確保と早期工事に努力していく。

太陽光発電システムについては注視していくが、制度上難しい旨ご理解いただきたい。

騒音測定機の増設については、百里基地の配備機種の変更により影響がでれば対応していく。

防音工事対象区域の拡大については、今後の課題として検討していく。

５ 移転の補償等について 予算確保に努めながら実態を勘案していくが、難しい旨ご理解いただきたい。

６
障害防止対策事業及び民生安

定施設整備事業について

概算要求を本省と折衝し、引き続き予算確保に努めていく。

７
特定防衛施設周辺整備調整交

付金について

交付額の算定に一定の時間を要するためご理解いただき、引き続き努力していく。

８
農耕阻害損失補償について 損失補償の対象範囲等の内容変更は難しい旨、ご理解いただきたい。

補償額の最低補償についての制度見直しは、本省に伝えていく。

９
再編関連訓練移転等交付金に

ついて

予算の範囲内での交付をご理解いただきたい。

１０

関連機関への申し入れについて 飛行時間帯の自粛は、飛行運用等百里基地に申し入れる。

基地運用等に対して、速やかな情報提供や対応、航空祭の交通渋滞緩和に向け万全を期し、

基地に申し伝える。

防衛省管理地の除草作業は定期的管理に努めていく。

基地要望に関しては幕僚幹部に伝え、要望に沿えるよう適切に努めていく。

１１
訓練移転に係る安全対策等につ

いて

日米共同訓練実施の際は現地対策本部を設置し、地域住民の安全、安心を確保する。

訓練移転等の情報開示は速やかに実施し、オスプレイの訓練参加は計画承知していない。



○茨城空港周辺地域振興対策特別委員会

１．委員構成（１０名）
【令和元年12月2日～】
委員長 木村喜一 副委員長 島田清一郎
委 員 野村武勝、荒川一秀、市村文男、大槻良明

福島ヤヨヒ、谷仲和雄、村田春樹、長津智之

２．設置の目的
茨城空港を核とした、「まちづくり構想」に定める取り組み方針で示された、「そらら拡張」

「そらら参道」「エコトープ」「Ｊフロント」の４つの整備候補地及び、空港アクセス沿道エリアの
一体的な地域振興について、重点的に調査研究を行うことを目的とする。

３．調査概要
本委員会は、令和２年３月に第１回目の委員会を開催し、執行部より「まちづくり構想」の

概要説明を受け、質疑及び執行部との意見交換を行なった。今後は随時進捗状況の報告を
受けながら、議会の関わり方（委員の意見を集約して提言書や要望書など、）として一定の方
向性を出していくこととした。
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○全体視察研修

日 程 ： 令和元年９月２７日（金）～２８日（土）

視 察 先 ： 岡山県真庭市

議 員 ： 市村文男、藤井敏生、関口輝門、戸田見成、小川賢治、福島ヤヨヒ

岩本好夫、長島幸男、幡谷好文、石井 旭 、植木弘子、木村喜一
鈴木俊一、村田春樹

研修内容 ： 全国から数多くの自治体や、企業等が参加する「ヨーグルトサミット」を通じて、乳製品開発
や消費拡大の取り組みについて見識を深める。

【写真①】 視察の様子 （岡山県真庭市） 【写真②】 第2回ヨーグルトサミット会場にて
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○正副議長・委員長・議会運営委員会合同視察研修

日 程 ： 令和２年２月４日（火）～５日（水）

視 察 先 ： 京都府京都市会

議 員 ： 市村文男、笹目雄一、田村昌男、石井 旭、植木弘子、木村喜一、村田春樹、

島田清一郎
研修内容 ： 本市議会でも導入を検討している議会映像配信（市民が手軽に議会情報を視聴すること

ができる「インターネット配信」及び「ユーチューブライブによる生中継」）を視察し、早期実
現を目指す。

【写真①】 視察の様子 （京都府京都市役所） 【写真②】議会映像配信機器を見学
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